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＊上図はイメージです。

ソフト面

ハード面

基本的な社会基盤 生活レベルの向上

【主なインフラのステージ】

水 電気

携帯電話
空港

電話

港湾

鉄道学校

ガス

病院

道路

空港民営化

高速道路
管理サービス

サテライト通信

水の供給・
管理サービス

施設の
リノベーション

長期的経済成長を支えるためのインフラであり、長い運営期間と独占的地位を有します。　
道路（建設・整備・有料道路など）、空港およびこれら施設の管理・サー
ビス、港湾、橋梁 など

経済インフラ

民間主導で高付加価値の技術やサービスを提供し、インフラの施設運営の効率化を促します。

携帯電話、サテライト通信、ごみ処理・工業廃棄物処理施設 など商業インフラ

公共施設を社会に提供し、官民共同の開発プロジェクトで施設運営を効率化します。

学校、病院、ショッピングモール、競技場、交通網 など社会インフラ

コミュニティーが幅広く共有でき、人々の生活に必要不可欠なサービスを提供します。

水道、電気、ガス、代替エネルギー（風力・地熱発電など）、ダム など公共事業インフラ

たとえば・・

たとえば・・

たとえば・・

たとえば・・

ビジネス機会＝企業にとっての収益機会ビジネス機会＝企業にとっての収益機会

労働機会＝雇用と賃金の創出労働機会＝雇用と賃金の創出

この段階で活躍する企業の例
・施設の運営・管理会社
・排水浄化事業会社
・廃棄物処理会社
　など

この段階で活躍する企業の例
・建設資材の供給会社
　（鉄鋼・コンクリート・金属・塗料等）
・建設会社　　　 ・水道施設会社　
・建設機械会社　 ・通信敷設会社
・電気工事会社　 ・廃土処理会社　など

この段階で活躍する企業の例
・設計・デザイン会社　など

この段階で活躍する企業の例
・金融機関
・コンサルティング会社
・環境調査会社　など

インフラ整備計画の立案設備・施設の制御、
運営、管理

設備・施設の点検、整備

設備・施設の建設

各計画に必要な
資金調達

設備・施設の設計

＊上図は、インフラ整備の進展を説明するためのイメージ図です。実際のインフラ整備が、必ず当イメージ図で図示する順序、内容で
進展することを示すものではありません。
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目論見書補完書面（投資信託） 
（この書面は、金融商品取引法第 37 条の 3 の規定によりお渡しするものです。） 

この書面、手数料に関する記載および目論見書の内容をよくお読みください。 

当ファンドに係る金融商品取引契約の概要 

当社は、ファンドの販売会社として、募集の取扱いおよび販売等に関する事務を行います。 

当社が投資信託の取扱いについて行う金融商品取引業の内容及び方法の概要 

当社が行う金融商品取引業は、主に金融商品取引法第 28 条第１項の規定に基づく第一種金融商品取引業で

あり、当社においてファンドのお取引や保護預けを行われる場合は、次の方法によります。 

・ 国内投資信託のお取引にあたっては、保護預り口座の開設が必要となります。外国投資信託のお取引に

あたっては、外国証券取引口座の開設が必要となります。 

・ お取引のご注文は、原則として、あらかじめ当該ご注文に係る代金の全部又は一部を（前受金等）お預

かりした上で、お受けいたします。 

・ 前受金等を全額お預かりしていない場合、当社との間で合意した日までに、ご注文に係る代金又は有価

証券をお預かりいたします。 

・ ご注文されたお取引が成立した場合（法令に定める場合を除きます。）には、取引報告書をお客様にお

渡しいたします（郵送又は電磁的方法による場合を含みます）。 

当ファンドの販売会社の概要 

商号等   野村證券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第 142 号 

本店所在地  〒103-8011 東京都中央区日本橋 1-9-1 

加入協会  日本証券業協会、一般社団法人日本投資顧問業協会、 

   一般社団法人金融先物取引業協会、一般社団法人第二種金融商品取引業協会 

指定紛争解決機関 特定非営利活動法人 証券・金融商品あっせん相談センター 

資本金   100 億円 

主な事業  金融商品取引業 

設立年月  平成 13 年 5月 

連絡先   03-3211-1811 又はお取引のある本支店にご連絡ください。 

お取引内容に関するご確認・ご相談や苦情等について 

お取引内容に関するご確認・ご相談や苦情等につきましては、お取引店までお申し出ください。 

なお、お取引についてのトラブル等は、以下の ADR（注）機関における苦情処理・紛争解決の枠組みの利用も

可能です。 

特定非営利活動法人 証券・金融商品あっせん相談センター 

電話番号 0120-64-5005（フリーダイヤル） 

 
(注）ADR とは、裁判外紛争解決制度のことで、訴訟手続によらず、民事上の紛争を解決しようとする紛争の当事者のため、

公正な第三者が関与して、その解決を図る手続をいいます。 

 

※当ファンドに関するお問い合わせは、お取引のある本支店にご連絡ください。 

【金融商品の販売等に関する法律に係る重要事項】 

当ファンドは、主に海外株式を投資対象としますので、組入株式の価格の下落や、組入株式の発行会社の倒産

や財務状況の悪化等の影響により、基準価額が下落し、損失を被ることがあります。また為替の変動により損

失を被ることがあります。 

 

「インベスコ アジア・インフラ・ファンド」 

の購入時手数料について 

◆ファンドに係る購入時手数料は無手数料とします。 

◆野村證券株式会社における購入単位は、以下のとおりになります。（購入後のコース変更はできません。） 

  一般コース（分配金受取りコース）：1万口以上1万口単位 

  自動けいぞくコース（分配金再投資コース）：1万円以上1円単位 

 

詳しくは野村ネット＆コールのウェブサイトをご確認ください。 

このページは、野村證券株式会社からのお知らせです。 
（このページの記載は目論見書としての情報ではございません。） 
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